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台湾の蔡政権を巡る対中関係の変化
青　木　美　樹
Ⅰ．始めに
　台湾の近代の歴史を見ると、1945年に日本の植民時代が終焉、中国に追わ
れた蒋介石氏は台湾を中国への反攻基地として、台湾の中華民国統治時代が始
まった。少数の中国から来た外省人による高圧統治の時代を経て、台湾は現在
まで、民主的な選挙制度をもつ、多民族による共生社会として発展してきた。
　一方、1949年の建国以来、中国は共産主義政党による一党独裁国家である。
1978年には鄧小平氏が「改革・開放」政策を取り入れ、外資の導入による経済
の発展を図ってきた。中国の政治は共産主義による一党独裁であるが、経済は
計画経済から資本経済に移行した。結果、外資による中国への直接投資が増え
続けた。この「改革・開放」政策の成功で、中国企業による海外進出、外資の
買収なども日常的になり、中国にはかなりの資本蓄積ができた。しかし、この
ように、世界経済の一員として活躍している中国のイデオロギーは共産主義そ
のものである。政治的関係の変化 ,及び主張が常にビジネス活動を制限する。
特に、毛沢東主席から現在の習近平主席に至るまでの台湾政策は一貫してい
る。中国は「１つの中国」政策を掲げ、台湾は中国の領土の一部であると主張
する。
　中国による「１つの中国」の主張を受けた台湾人の考え方はさまざまであ
る。前馬大統領の積極的な対中接近、政治的無能に対する失望はさらに台湾人
意識を喚起した。これを背景に、2016年の３月に学生によるひまわり運動が
起こった。穏やかかつ平和的と言われる学生運動が社会運動に展開され、この
ひまわり運動を機に、台湾人意識が台頭し、若者が積極的に政治に参加、台湾
の政権交代を促したと言われる。
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　台湾社会の変化に相まって、政権交代の前後から中国はあらゆる手段を使っ
て、台湾に「１つの中国」を認めさせようとしている。さらに、最近のアメリ
カのトランプ大統領と台湾の蔡英文大統領の会話などの影響で、中国がさらに
台湾を牽制している。
　本稿において、まず、近代の両岸関係について検討する。次に、台湾の政権
交代に大きく影響を与えるひまわり運動について述べる。それから、最近の両
岸関係について分析する。最後に、これからの台湾の展望について論じる。
Ⅱ．近代の両岸関係
１．台湾の民主化の歩み
　台湾は 1624年からのオランダ植民占領時代、明朝鄭成功占領時代を経て、
1683年から始まる清朝による支配を受けた。日清戦争で清朝が負けたため、
1895年４月 17日に下関の春帆楼で日清講和条約１）が交わされ、台湾は日本
の植民地となった。その後、第２次世界大戦終了時のポツダム宣言によって、
台湾は日本から中華民国に編入され、台湾の国民党支配の時代が始まった。
　これ以降、当時、人口の２割しか占めていなかった外省人が台湾を支配する
ことになる。台湾に乗り込んできた蒋介石政権の統治に不都合な台湾人を徹底
的に弾圧し粛清するために、憲法本文を凍結、世界最長となる 38年間にわた
る戒厳体制を敷き、同時に 1948年５月から「動員戡乱時期臨時條款」を実施し
た。日本語の使用は禁止され、国民小学校では大陸の言葉である北京語による
教育が課された。２）また、学校教育には徹底した反日教材が使用された。政治
的には、新規政党の結成が禁じられるなど３）、徐々に独裁色が強まり、強圧
的な政権へとなっていった。４）こうした政策への反発を抑えた結果、外省人と
本省人の間の対立が生まれ、中国に対してのそれぞれの考えが分かれていった。
　1991年李登輝大統領による第１回憲法改訂により、｢動員戡乱時期臨時條款｣
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の廃止を決議するとともに、10条からなる｢中華民国憲法増修條文｣を制定し
た。こうして台湾の政治体制は、蒋介石と蒋経国（２蒋時代）の権威主義体制
とまったく違う民主主義体制へと移行したのである。政権が移転する中、蒋経
国が晩年「わたしたち蒋一族は私の後、政権を継承しない」と表明し、自分の
後任を本省人の李登輝に指名したことが評価されている。表１は現在に至るま
で台湾の歴代の大統領の対中主張である。これを参考に、現在の両岸関係につ
いて検討する。
表１　台湾の歴代の大統領とその対中主張
大統領とその党派 任期 対中主張
蒋介石（国民党） 1949 ～ 1975 大陸に逆襲する。
蒋経国（国民党） 1975 ～ 1988 大陸に逆襲する代わりに三民主義で中国を統一する。 
李登輝（国民党） 1988 ～ 2000
（1988 ～ 1990
蒋経国の代
理 ）1996 年
３月、初の台
湾大統領直
接選挙で当
選。
台湾海峡両岸関係は国と国の関係であ
り、特殊な国と国との関係であると発
言、これが「両国論」として知られる。 
陳水扁（民進党） 2000 ～ 2008 両岸関係を「一辺一国」と位置づけ、ま
た台湾独立を問う住民投票の検討を発
表した。「本土化」を着々と推進し、中
学では台湾の地理、歴史が教えられる
ようになり、小学生は北京語の他に台
湾語などの郷土言語履修が必須となっ
た。陳政権は蒋介石を台湾人を弾圧し
た独裁者と批判し、蒋介石をたたえた
「中正記念堂」の名称を変更した。
大統領の相談役である大統領府顧問及
び国策顧問には過去、台湾独立運動な
どで国賊と認定され、海外逃亡生活を
送ったり、長期間牢獄に収監されたり
していた闘士が多数任命された。
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小学校の図書室で校長から話を聴く。右端に本棚が３つある。
（注）：2016年の政権交代の背景に、国民の馬政権に対する不満がある。特に、2015
年の「馬習会」で、1949年から分断した台湾と中国の初の首脳会談に世界が注目
したが、習近平が会談で、何度か中国と台湾は 1つの中国である発言をしたこ
とに対して、前馬大統領は「九二共識」（1992年の香港協議での１つの中国につ
いての解釈保留）に触れる際、「1つの中国」についてだけ発言し、台湾人の多く
が期待する「1中各表」の内容に関してまったく言及しなかったことが台湾人を
失望させた。
馬英九（国民党） 2009 ～ 2016 両岸の経済関係の正常化を提起。
1990 年代前半、大統領選挙を直接選挙
にするか委任選出にするかで国民党内
で議論となったとき、一貫して「委任
選出制」を主張し、直接選挙制に反対
した。また同時期には、言論・思想の
自由を弾圧する法的根拠になっていた
「刑法第 100 条廃止」にも反対した。
2006 年末にはアメリカの雑誌のインタ
ビューで「終極的統一を目指す」と発言
した。
2009 年 8 月台風 8 号の被害で支持率低
下。
2010 年中国と（ECFA）を締結した。
2013 年 9 月に王金平立法院長を追い落
とす権力闘争を仕掛けた。しかし、世
論が王金平に味方したことで失敗し、
馬政権の支持率が低下した。
2014 年 3 月には馬政権の対中政策に反
対する「ひまわり運動」が発生した。世
論は学生側に味方し、馬政権の権威は
さらに失墜した。
2014 年 9 月廃油事件発生。
2014年11月馬大統領は、北京APEC（ア
ジア太平洋経済協力会議）首脳会談へ
の出席と中台トップの会談を求めたが、
実現しなかった。
2015 年 11 月シンガポールで「馬習会」
を実現。 
蔡英文（民進党） 2016 ～現在 民主に基づき、民意を原則に現状を維
持。
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２．習近平政権の台湾政策
　中国の前国家主席胡錦濤は米国との軍事的対決を危惧し、武力で台湾を脅迫
することを避けてきた。胡錦濤が側近に言った有名な言葉に「台湾を軍事的に
征服するより、台湾を『買収』する方がはるかに安くつく」というのがある。こ
のように、中国は主に、経済、メディア、人的往来などを通じて、台湾への浸
透を図ってきた。
　その後、習近平政権が登場し、中国の対台湾政策が変わった。アメリカの指
導的地位に対する「挑戦」を強く意識していた習近平は「米中新型大国関係」を
提唱する。この主張の内容は中国が大国としてアメリカと対等に渡り合うこと
を前提にしたものであり、習近平の唱える「アジアの新安全観」は露骨にアジ
アの安全保障からアメリカの関与を排除しようとするものである。しかし、彼
の考えは国際的にかなりの反発を受け、また「南シナ海」問題では予想通りの
解決には至らなかった。一方、中国国内では習近平は、反腐敗闘争として、共
産党内の自分のライバルを次々と失脚させていった。まず習近平の粛清統治に
反発する党内のグループによる反撃の一環で、習近平の側近として知られる黄
興国が失脚した。また福建省で長く地方幹部として仕事をしていた習近平とし
ては、台湾問題で何らかの成果をあげたいと考えていた。以上のことで、習近
平は自身の政治的立場を強固にするため、台湾馬政権に強い圧力をかけて、中
台間の政治対話や和平協定締結に向かわせようとしてきた。さらに、台湾側の
認識を十分理解した上で「一国二制度」を持ち出し、2008年から 2012年まで
馬英九 -胡錦濤時代に保たれていた双方の自制による中台関係に変化をもたら
した。
　台湾は中国の大国化にもっとも強く影響を受ける国である。中国の台湾政策
は長年終始一貫していて、台湾の統一を国家の目標としている。一方、台湾人
は中国に対してさまざまな考えを持っているが、主な民意は現状維持であり、
特に「台湾の本土意識」が高まる現在、台湾の民意は統一には傾いていない。
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図１に見らるように、現在の台湾は多元社会であり、たとえ、台湾人と結婚し
た新住民（タイ、ベトナム人など）と互いに生活習慣の差異があっても、皆が
台湾人である。外省人と本省人という言葉は現在の若者にとってはあまり意味
をもたない。長年の民主政治の体制を経験した絶対的多数の台湾人が台湾の現
状維持を望んでいることは 2016年の台湾の政権交代ではっきりしていて、台
湾の「現状維持」と中国の「１つの中国」の主張の間には折衷策が見当たらない。
　中国と台湾との複雑な関係には相互のイデオロギーの違いがその根底にあ
る。本省人と外省人から生まれた二世や新住民の親をもつ人たちを含め、台湾
の若者にとって、台湾は自分の故郷である。彼らは中国の主張に賛同せず、台
湾の現状維持を強く望んでいる。このような状況で、前馬政権が対中接近を推
進する中、台湾人の本土意識はさらに高揚し、学生が先頭に立ち運動を起こし
た。この動きが台湾の政治構造を大きく変えた。次に、この内外の注目を集め
た学生によるひまわり運動及びその影響について述べる。
　　　表２　台湾の民族構成と人口の割合
民族漢（97.3%）
本省人（約 70％）
客家人（約 15％）
外省人（約 13％）
　　　原住民（2.3%）
　　　新住民（0.4%）
（出所）：2016 年４月の政府統計による作成。
（注）：台湾の総人口は 23,499,404 人
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Ⅱ．ひまわり運動
１．背景と経緯
　2013年６月 21日、馬英九政府は突如、中国と「両岸（台湾、中国）サービス
貿易協定」５）に調印したことを発表した。この協定についてはこれまで国民に
全く説明されておらず、不透明なまま調印に至っている。また協定の中には台
湾の社会経済に大きな衝撃を与えるだけではなく、国家の安全に影響を与える
内容が含まれている。
　こうして不透明なまま調印された協定に国民の疑問の声が高まる中、2014
年３月 17日、両岸間のサービス分野の市場開放を目指す「サービス貿易協定」
の批准に向けた審議を委員会で行っていたが、与野党が携帯式スピーカーを持
ち込んで 100デシベルほどの騒がしい言い合いになり、議事の進行を担当す
る与党・中国国民党の立法委員（議員）が、野党に占拠された講壇に上がるこ
とさえできなかったため、時間切れを理由に一方的に審議を打ち切り、強行採
択されたため、反発が広がった。
　強行採決の翌日（３月 18日）、台湾で前代未聞の学生によるひまわり運動６）
が起きた。密室の中で台湾を中国に売り渡そうとする馬政権に台湾を守ろうと
真正面から学生たちが行動した。夜 6時、台湾の立法院７）の外で、学生たち
は「民主の夜」を主張する座り込みを始め、その後 400名あまりの学生が立法
院に突入、座り込み抗議を行う。さらに、夜９時、警察の封鎖を突破し、議場
の椅子を使って入り口をふさぐたてこもりを始めた。学生たちの要求は、「白
紙撤回」と「民主的議論」である。議場の外では支援にくる人が増え続け 1万人
を超えた。院内の状況は、随時メディアやニコニコ生放送８）経由で放送され
た。そのような中、新北市永和區の花屋が、1300本のひまわりを院内に送り
込んだことにより、そのひまわりが掲げられている様子から、ひまわりがこの
社会活動の象徴となった。
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このひまわり運動のリーダー役の台南市出身の林飛帆は、国立台湾大学社会科
学部政治研究科の大学院生で、今回は彼が数人の仲間と一緒に呼びかけたのが
きっかけだった。彼は、大学２年生の時に中国資本による台湾の新聞社買収問
題などに取り組んで以来、中国が台湾にもたらす影響について考え続けてき
た。今回の協定のもとで、中国の資本や労働者がやってくると、若者の雇用が
損なわれてしまう。学生たちにとって、中国との関係は自分たちの未来と直結
した問題である。「私たちは法律を破るリスクも覚悟の上で責任をもって、行
動に出た」と彼は言った。
　このように、ひまわり運動に参加する学生たちはネットで集まったため、お
互いに初対面であったが、運動開始１週間で自主的に立てこもりを続ける体
制を作った。それぞれの大学での専攻の違いを生かして、その場で医療チー
ム、情報発信チームなどの役割分けがなされた。情報発信チームは院内から
「Taiwan`s democracy needs your protection, please spread the message!」と
関連メッセージを世界に発信した。また、この運動は台湾社会の支持を得て、
水や食料はすべて市民からの差し入れやカンパで賄われた。
　ひまわり運動が始まって１週間、ネット情報を見てかけつけてきた学生が
次々とテントを設営し泊まり込みをし、立法院の周囲には続々と人が集まり始
めた。世論調査によると、サービス協定に反対する市民の割合は７割近くにの
ぼった。
２．明白な主張
　学生たちの主張は単なる協定の反対を超えて、政治に対する仕組みにまで踏
み込み始めた。９）当時の台湾の立法院の議席は 112人で、国民党が 65人、民
主進歩党は 40人、その他は 7人という割合である。議会は与党の国民党が過
半数を占めていて、行政を監督する役割が果たされることが難しかったため、
学生たちは新たな対中協定のチェック制度の整備を主張した。
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　３月 22日、協定を推進する行政院長10）江宜樺は学生側のリーダーと対話
し、貿易協定の撤回を議論する前に、まず協定の中身を理解して欲しいと話し
た。「この協定は台湾の自由化と国際化に大いに役立つ協定であり、また、そ
う判断したから、議会に提出した。我々はこの協定を撤回するつもりはない」
と答えた。こうして政府との対話は平行線のままに終わった。
　翌日、さらに前馬大統領は学生による議会の占拠を不法であると非難し、サー
ビス協定は ECFA（両岸経済協力枠組協議）の一部であり、通過させないと今
まで貿易自由化にかけた努力が台なしになると発言した。結果、江氏は協定を
撤回せず、政府との対話は失敗した。
　前馬大統領が学生を非難した直後、23日の夜には事態が再び大きく動き出
した。今度は、立法院を占拠するグループとは別の学生たちが、政府の中枢で
ある議会にあたる行政院に押し寄せた。百人前後の学生が梯子を使って建物の
侵入しようとしたが、内部で警察に次々と逮捕された。この行政院の建物は巨
大で、中に入っても包囲されて捕まってしまうだけだった。そこで学生たちは
強硬な進入をやめて、外での座り込み戦略を始めた。
　一方、立法院周辺にいた抗議者らも集結し、8000人以上が行政院敷地内で
夜通し抗議を続けた。そんな中、馬英九政権側は即座に警察による「法的措置」
を決定。午前 0時から、行政院は警察を出動させ、数回にわたる強制排除を行っ
た。動員された 2000人の警官隊は半ば強引に市民を排除しながら、最後は放
水車まで使用して行政院での抗議を鎮圧した。翌日午前６時、学生たちは行政
院からすべて排除された。この強制排除により、63人が逮捕され、学生と警
察合わせて 100人以上が負傷した。立法院に立てこもっていた学生たちは即
座に抗議をした11）
　学生に対して、前馬大統領はこう返事した。「学生からの一つの要求である
両岸間の協定をチェックする制度を設ける事については前向きに取り組むが、
『海峡両岸貿易・サービス貿易協定』の撤回には賛成できない」これに対して、
学生代表の林飛帆氏は「3月 30日までに我々の要求に対して十分に具体的な回
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答がない場合、我々は優しく穏やかで、平和的なデモを今まで通り続ける」と
発言した。また、学生たちはFacebookで「Sunﬂower Movement（太陽花学運）、
市民の力で民主主義を守ろう」というメッセージを発信した。
　４月６日に学生代表の林飛帆と当時の立法院院長王金平の間で対談が行われ
た。王金平は「私は立法院の長の権限をもって、両岸間の協定をチェックする
制度がない限りはサービス協定を実施しないように約束する」12）と発言した。
これを受け、林飛帆は「われわれは立法院を 21日に占拠したが、現段階でそ
の目的を既に果たしていると認識している。これから予期せぬ事態がおきない
限りこのまま撤退する。また、わたしたちは逃げも隠れもしない、法的な責任
も負う。２日間かけ議会を掃除して元の状態にきちんと戻す」と答えた。
　台湾立法院（国会）の議場を占拠している学生らは 2016年４月７日、中国と
の「サービス貿易協定」をめぐる要求に王金平立法院長が歩み寄る宣言をした
ことを受け、一定の成果が得られたとし、10日に議場を退去すると発表した。
こうして、占拠から 21日目にしてついに、ひまわり運動が終結した。
3．社会的影響
　このひまわり運動の規模とその影響力は海外に注目され、近年、類を見ない
ほどの成功に終わった学生運動として評価されている。このひまわり運動は、
当時の馬政権が民意を無視し、台湾の「民主政治」体制を守らなかったことに
端を発している。不透明なまま調印された協定に対する反対の背後には、対中
関係の強化を狙った馬政権への不信と危惧がある。台湾の将来は台湾人自身が
決めると主張する若者たちによる学生運動が、単なる協定への反対を超えて、
政治に対する仕組みにまで影響を与えた。このひまわり運動を通して、台湾人
の本土意識はさらに高揚し、学生や若者が積極的にその後の大統領選挙に参加
するようになった。また、ひまわり運動に関わった人物の何人かは後の選挙で
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選出され、政治家になった。
　上に述べたように、学生による立法院の占拠、行政院への侵入などは政治の
機能を麻痺させる違法な行為であるが、それらが平和的に終わったのは、多く
の民意の支持にあたり、当時の政権が妥協をせざるえなかったためである。ま
た、当時の与党内の前馬大統領と王金平議長との対立も間接的にこのひまわり
運動の穏やかな終結を招く要因となった。
Ⅲ．政権交代後の両岸関係
１．台湾の政権交代
　2016年１月 16日に実施された台湾大統領・立法委員選挙において民進党が
大勝した。大統領選挙では、蔡英文（民進党主席）13）が対立候補の朱立倫（国民
党主席）に 300万以上の票差をつけて当選し、同時に実施された立法委員選挙
についても、台湾・立法委員選挙不分区（比例代表）政党別得票率を見ると、
民進党の 44％に対して国民党は約 27％となっており、国民党の支持率の低下
が著しい。３位の宋楚瑜が長年培ってきた勢力である親民党は 6.5％で、４位
につけたひまわり運動にルーツを持つ新党「時代力量」の 6.1％という数字は、
浮動票頼みにもかかわらず親民党と匹敵する実績を示したのが注目される。５
位の「新党」（李登輝路線に反発して国民党を離党した統一派の政党）、６位の
台湾団結聯盟（李登輝を精神的指導者とあおぐ台湾独立派）、７位の緑党社会
民主党聯盟などは比例代表で求められる 5％という制限をクリアできず、議席
獲得はならなかった。定数 113議席のうち、民進党は 68議席を獲得したのに
対して国民党は35議席に止まった。今回の民進党の勝利の最大の要因として、
前馬大統領への不満・反感が挙げられるが、その他にも、ひまわり運動の影響
で上昇した投票率の大部分が蔡英文に集中したことが指摘されている。（台湾
の主要政党は図２を参照）
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　蔡英文は当選後、選挙の公約通り、民意に従い、「轉型正義」14）と「黨產歸
零」15）問題に取り組んだ。また５月 23日に行政院の童振源報道官は、ひまわ
り運動における行政院の不法侵入で前政権に刑事告訴された学生たち 126人
について、告訴を撤回すると発表した。行政院は国民党の馬英九政権が行った
告訴は「政治的考慮」によるものだと批判する声明を出し、当時の学生たちの
要求は「社会が共有した要求だった」とした上で、「政治案件の１つであり単純
な法律問題として処理すべきでない」と説明した。
２．両岸関係の変化
（１）中国の行動
　台湾の蔡英文に「九二共識」16）を認めさせるため、蔡英文の就任前後から、
中国はあらゆる面で台湾を締め付けた。
　外交においては、台湾の主権を承認する少数のアフリカ国家の１つであるガ
ンビア共和国が 2016年３月に中国との国交回復を発表した。このことによる
台湾との断交で、台湾の国交国は 22ヶ国となった。中国との利益問題の影響
で、ガンビアは過去にも台湾との断交があった。
　　　表３　台湾の主要政党
泛緑連盟 民主進歩党　台湾団結連盟
泛藍連盟 中国国民党
泛橘連盟 親民党　民国党
第三勢力 時代力量　緑党社会民主党連盟
その他 中華民国の政党
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　４月 19日には、ベルギーの首都ブリュッセルで、ベルギー政府と OECD
共同主催による国際鉄鋼会議が開催された。VOA（Voice of America）の報道
によると、会議初日、中国側が台湾代表団の資格について質疑し、主催側に台
湾代表団の退場を求めた。これを受け、ベルギーの副首相が台湾の抗議を無視
し台湾代表団を退場させた。これが、前馬政権以来、初めて国際会議において
台湾が中国によって退場させられた例である。
　また５月 18日には、中国の解放軍が台湾に近い東南沿海で軍事演習をして
いると中国の国防部のスポークスマンが発表した。BBC（British Broadcasting 
Corporation）は、中国のこの軍事演習を台湾への強い牽制であると報道した。
このような中国の軍事演習による威迫は過去に何度も行われてきたが、台湾民
主を求める中国への反発意識はこういった中国からの圧力の後に高揚する傾向
があることが過去の例から見られる。
　2016年の５月 20日に蔡英文が「中華民国」第 14代大統領に就任し、その就
任演説の中で中国との関係などについての方針を示した。「民主的で、自由な
生活方式を強い信念で守る」、「若者の未来は政府の責任であり、若者のために
より良い国を作る」といった言葉が述べられたが、この演説で蔡英文は「九二会
談」17）を認めたが「九二共識」や「１つの中国」という言葉をうまく避けていた。
（２）アメリカの影響
　昨年の 12月２日夜に台湾の蔡英文とアメリカのトランプとの間でなされた
10分ほどホットライン18）が世界に注目された。トランプが３日の朝にツイッ
ターで、蔡氏を「台湾大統領（The President of Taiwan）」と呼び、「私の当選
祝いのために電話をくれた。ありがとう」と書き込んだ。このツイッターの内
容は世界各国に拡散され、大きな波紋を及んだ。
　この 38年ぶりの台湾とアメリカとの公の会談に対して、中国側はすぐに反
応した。中国の外交部長（外相）王毅は「この台湾とアメリカとの会談は台湾の
小細工に過ぎず、（台湾は中国の一部であるという）『一つの中国』という原則
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は、中米関係の健全な発展の礎となる」と述べた。また、中国では同じような
反応がその他にも多くあった。
　一方、トランプ次期米大統領は 2016年 12月 11日放送された FOXテレビ
の番組内で、中国本土と台湾は不可分の領土だとする「１つの中国」という原
則を米国が維持していくかどうかは、中国の貿易や外交政策次第であり、「１
つの中国」は調整可能だと述べた。こうしてアメリカによる対中政策の変化が
両岸関係をさらに緊迫させる結果となった。
（３）外交・国防面での圧力
　2016年５月 20日の政権交代後、中国と台湾との政府交流が断絶されたが、
蔡英文とトランプとの電話会談を機に、外交・国防面での中国による台湾への
圧力がさらに増した。この電話会談の後、12月 21日に西アフリカのサントメ・
プリンシペが台湾との断交を発表した。この断交により、台湾と外交関係を持
つ国はアフリカではブルキナファソとスワジランドのみになり、全世界では
21カ国となった。2017年 12日には台湾の外交部（外務省）が、前日 11日に
ナイジェリア政府が中国当局とアブジャで会談し「１つの中国」政策への支持
を約束したことと19）、ナイジェリアが台湾外交部に首都アブジャにある代表
処（大使館に相当）を名称を変更し、旧首都ラグスに移すように求めてきたこ
とを発表した。
　2016年 11月以来、台湾の領土は不安定な状況にさらされている。11月 25
日、中国解放軍は射程 1500キロを超えるＨ 6爆撃機と長航程の SU30戦闘機
２機及び「運８｣電子探偵機計６機を出動させ、台湾の南から北まで巡航させ
た。中国の戦闘機が台湾を一周して飛行したのはこれが初めてのことだった。
12月 10日には再び中国の戦闘機が沖縄本島と宮古島の間や台湾とフィリピン
の間にあるバシー海峡を通過するように飛行した。こうして半月の間に二度、
中国の戦闘機が台湾に接近することになったが、これに対し、中国の国防部は、
これは定例の演習であり、これからもこのような演習は続けられると発言した。
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　さらに中国の空母「遼寧号」は 12月 25日、宮古海峡を通過し初めて「第１
列島線」20）（九州－沖縄－台湾－フィリピン）を越えて西太平洋に進出した。そ
の後、「遼寧号」はバシー海峡を通過して海南島の海軍基地に到着し、南シナ
海で演習を実施した。今年の１月 11、12日にも、蔡英文が外交関係のあるホ
ンジュラスやニカラグアなど中米 4カ国を訪問中に、「遼寧号」が台湾海峡を
航行し、意図的に遅いスピードで通過した。21）
（４）以商逼政
　改革・開放政策のもとで、中国は近代化のため、台湾の資本と技術の吸収や
利用を目的として、台湾企業を受け入れてきたが、そういった中国で活動する
台湾企業が台湾の独立を応援することは許されていない。中国の台湾政策は終
始一貫して「１つの中国」という原則を堅持している。2016年５月、中国の国
務院台湾事務室主任張志軍が、台湾独立を支持する台湾企業を優遇しないと表
明した。このように、中国がビジネス面の手段で政治的な目的を達成すること
は中国語で「以商逼政」と表現される。かつて、民進党の陳水扁が当選した時、
エバーグルーブの社長張榮發は中国との空運、海運ビジネスのため、陳水扁の
大統領顧問の依頼を断った。また民進党に親しい奇美グループの創立者許文龍
も「両岸は１つの中国」という声明を発表するように中国に強いられるなど、
様々な「以商逼政」の例があった。
　近年も、中国は税金の立ち入り検査、不良品検査などの名目で「以商逼政」
を実行している。
　台湾を代表する台灣積體電路製造有限会社（TSMC：Taiwan Semiconductor 
Manufacturing Company, Limited）（台積電と略称）は中国の上海で８インチの
ウェハー工場を持ち、年産量は 100万枚、年間収益は約 7千 700万ドルを計
上している。さらに、2016年には中国の江蘇と南京に 12インチのウェハー工
場を新設した。台積電はこのプロジェクトに 30億ドルを投入、2018年には量
産予定で、これによって、世界の市場シェアは 55％から 57％までに増加する
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見込みである。社長の張忠謀は蔡英文とは繋がりがあると言われているが、蔡
英文の大統領就任後には顧問の依頼を断っている。
　また中国に多く投資している「Giant」自転車の創立者、巨大機械の社長劉金
標も同様に蔡英文の大統領の顧問の依頼を断っている。劉金標は中国に６つの
工場を建設している。中国での自転車の販売量は年間 200万台を超え、その
収益は企業グループ全体収益の 25％を計上している。
　2016年 12月５日には、海霸王グループは中国のマスコミに「両岸は１つの
中国である。我が社は台湾のあらゆる政治活動に参加しない」と発言した。海
覇王は中国に「緑色台商」（民進党を応援している台湾企業）と見なされ、1994
年から中国に進出していた。
　前馬大統領政権のもとで、2008年に中国人による台湾観光が開放されたが、
蔡政権を牽制するために現在中国は台湾を訪問する観光客の人数を計画的に
減らしている。台湾の観光局の統計によると 2000から 2008年まで、台湾を
訪問する中国人観光客の数は 262万人から 385万人に成長した。複合成長率
（CAGR）は約 4.4％である。その後、2008年から 2015年の８年間には、385
万人から 1044万人に 659万人増加した。この期間での複合成長率（CAGR）は
約 13.3％である。しかし 2016年の統計によると、中国人観光客の人数は前年
より 16.7％減少した。これは 2008年に中国人の台湾訪問が開放されて以来初
のマイナス成長である。これからも中国人の観光客は減少すると見込まれてい
る。中国人の観光客の減少について、喜んでいる人が多くいることは調査で分
かったが、観光業者への打撃は深刻であった。大手旅行社が倒産し、中国人観
光客を見込んで増車したバス会社は破産した。2016年９月には観光業者によ
る史上初の「仕事が欲しい」デモが起こった。台湾政府は「300億元救観光」と
いうスローガンのもと、日本円約 972億円の低金利融資と東南アジアの中国
以外からの観光客誘致の対策を打ち出したが、業者は「観光客が増えないと、
借金が増えるだけで、解決にはならない」と答えた。
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Ⅳ．終わりに
　中国は建国以来台湾への武力行使を放棄したことがなかった。民進党の陳水
扁が 2000年に大統領に就任した際、台湾と中国との関係を「一辺一国」22）と
位置づけ、また台湾独立を問う住民投票の検討を発表した。これを背景に中国
では 2005年３月 14日の第 10期全国人民代表大会第 3回大会で「反分裂国家
法」23）が採択、直ちに施行された。「反分裂国家法」の内容は 10条の簡単な条
文であり、台湾が独立を宣言した場合、中国政府が台湾独立派分子に対する「非
平和的手段」を取ることをこの法律が合法化した。
　この「反分裂国家法」が波紋を呼んだ中、当時台湾の最大野党だった国民党
の副主席江丙坤が中国へ、台湾の国民党前主席連戦と胡錦濤の会談を手配し
た。その後、中国総書記胡錦濤は 2006年４月 16日、「中台経済貿易フォーラ
ム」に出席した連戦と北京で会談した。これが当時内外に注目された「連胡会」
である。当時中国の中央テレビは「アメリカに対し中国の事務力を証明」と評
価した。これは国際社会に対し両岸問答が中国の内政問題であるとアピールす
るためだったと思われる。また 2004年大統領選挙大敗後、連戦は「聯共制台」
政策を打ち出し、中国の共産党に接近することで台湾の民進党を牽制した。
　国民党と共産党は、内戦後の初の会談（連胡会）の後、双方が記者会で両岸
の全面的な経済活動を促進する内容を発表した。これによって、その後の中国
接近の政策のレールが敷かれた。2008年国民党の馬英九が大統領に当選し、
就任後の 2008年 12月には中国との間で「３通」を実現させた。これは中国の
「反分裂国家法」の第６条第２款23）にある文言「両岸の経済交流と協力を奨
励、推進し直接通信・通航・通商によって、両岸の経済関係を密接にし、相互
利益・互恵をはかる」の通りである。また、馬英九は大統領選挙では（台中統一・
台湾独立・武力行使のいずれも行わない）という「３不」の原則をスローガンに
掲げていたが、大統領就任後は「統一という選択肢を排除するものではない」
と発言した。この前後の微妙な発言が台湾の多数の国民に不安と不信をもたら
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した 2008年 12月 20日と 21日に開催された台湾の国民党と中国の共産党の
第４回「国共論壇」（両岸経済貿易文化フォーラム）は「両岸の経済交流と合作の
拡大と深化」をテーマにしていた。その後、両党は「９項の共同提案」を発表し、
両岸の産業合作を深化した。この共同提案の内容はやはり中国の「反分裂国家
法」の内容に沿った形跡が見られる。中国の脚本通りに動くと思われる前馬大
統領の対中接近に不満、不信をもつ台湾の若者が学生運動を起こし、政治に関
与する社会運動を広げた。この学生運動が台湾社会の支持を得て、その後の選
挙の結果に影響を与え、台湾の政治構造を大きく変えた。
　蔡英文が就任した 2016年の５月 20日から、中国との政府レベルの交流は
中断した。それ以降、中国による台湾への締め付けは絶えない。2016年 11月
25日の中国の戦闘機の台湾近海演習の後、トランプと蔡英文との会話の直後
に、中国は 12月 12日の追加軍事演習をした。また、中国のＨ 6爆撃機が台
湾の蘭嶼島と屏東の大武山を通過する写真がインターネットに出回った。この
ことは台湾に対する見せしめのほか、主に、中国の「１つの中国」政策をトラ
ンプが守らない場合、中国はアメリカに報復するという警告が含まれている。
このような中国による「軍事演習」はこれからも続くだろう。
　台湾、アメリカ、フィリピンの政権交代を機に、両岸関係、中米関係、そし
てフィリピンと中国とアメリカとの関係が変化した。このように変化しつつあ
るアジア情勢の中、蔡英文にとって「現状維持」を堅持することは選挙の公約
であり政治方針でもある。この方針を崩すと、多数の「現状維持」を望む台湾
人の民意24）で選ばれた蔡英文には、政権を維持する正当性がなくなる。この
台湾の「現状維持」は中国の「１つの中国」との共存が難しく、緊迫する両岸関
係は他国にも影響があり、注目されている。2017年１月 30日、イギリスの国
務省の（Shephard Media）で軍事記者のWendll Minnickが台湾とアメリカと
の軍事関係に対する 10の提案を掲載した。アメリカと台湾との軍事交流は長
年あった。これからアメリカの台湾に対する軍事関係を小幅に調整するだけ
で、force multipliers 効果が発揮され、台湾の防衛力を大きく高めることにな
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るという内容である。しかし、フィリピンの対中接近により、これから予測で
きないことが起きかねないため、将来台湾をアメリカの軍事基地にすることを
台湾が危惧するという報道もあった。確かに両岸関係にアメリカは重要な影響
力を持っているが、同時に台湾の戦略的位置もアメリカのアジア戦略に影響を
与えている。
　アメリカのトランプ大統領の過去のやり方を見ると、トランプはビジネスマ
ン特有の交渉（deal）という考え方をもつ人物である。TPPの脱退で、製造業
のアメリカへの回帰、雇用の増大などを狙っている。これからも各国との交渉
で、アメリカ優先の政策を達成するだろう。また、中国の「１つの中国」に対
して、昨年（2016年12月11日）米Foxニュースの取材に対してトランプは「『１
つの中国』という原則を完全に理解している。しかし、貿易や他の問題で中国
との取引が成立しない場合、どうしても『１つの中国』の制約を受ける必要が
あるだろうか」と言った。今までトランプの発言には中国の習近平についての
批判がなかった。しかし、これはあくまでも、アメリカの利益を優先するた
め、「１つの中国」に関わる両岸問題を中国との取引手段に使っているだけで
ある。中国の態度しだいでトランプの両岸関係に対する見解は変わるだろう。
　トランプは、元中央軍指令官のジェームズ・マティスを国防長官に、元南方
軍司令官のジョン・ケリーを国土安全保障長官に指名し、上院で承認された。
２人の長官は「米軍を再建し、国を防衛し、国境を保護するという重要な仕事
に、直ちに取り掛かる」と強調した。中国はアジアの安全を脅かす対象とみな
され、アメリカは、日本を始め、南シナ海周辺国との軍事協力を強化し、台湾
との軍事防衛に関する協力もさらに密接になると予測される。
　中国による、台湾への挑発と同時に台湾人を取り込むような政策はこれから
も続く。外交においてかつてとの違いは、上述したナイジェリアの例が示した
ように、今後、台湾の非国交国もその対象となることである。ナイジェリアの
例のようなことはこれからも出てくる。同時に、台湾人を取り込むような手段
も講じられている。2017年１月 20日の中国の対台湾工作会議で、中国政府は
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今年の両岸関係が厳しいと強調し、また台湾人に「国民待遇」を与えることで
台湾の若者を取り込もうとした。一方、中国の内部事情により、習近平はアメ
リカの出方を静観し、台湾への急激な手段を控えているように見える。
　2017年の秋、５年に１度の中国共産党第 19回全国代表大会（19大）が開催
される。習近平はこの 19大の開催を控え、政治局常任委員などの選出、「一
帯一路」のさらなる構想、これからの国際関係などの課題解決を持っている。
また、2012年と 2049年のいわゆる中国２個の 100年戦略を達成するため、
習近平にとって、中国内部の安定を優先する必要がある。最近の中国の軍隊制
度の改革をもって、習近平の反腐敗闘争は完全に制度化された。これからも反
腐敗闘争は徹底的に続けられる。アメリカとの関係調整はこれらの問題が落ち
着いてから行われることになるだろう。
　現在、中国の対外投資の金額は対内投資を超えている。これからのアメリカ
との交渉で、ドル高や人民元の切り下げが進み、また、「アメリカ企業のアメ
リカ回帰」政策の影響で、アメリカによる中国への投資が減少するだろう。こ
れによって、中国の経済成長がマイナスになり、台湾もその影響を受けると予
測される。台湾経済は中国への依存から脱出するため、蔡英文が東南アジアと
南アジアとの貿易拡大を目指す「新南向政策」を打ち出した。南のアセアンの
ほかにも、台湾はもっと積極的にアメリカ、日本などの国と、さらなる経済関
係を築く可能性を探る必要がある。
　国防においては、アメリカに依存する関係から脱しアメリカとの軍事協力関
係を強化することが重要である。2016年の 12月 23日、アメリカの前オバマ
大統領が署名した「国防権限法」（NDAA）により、台湾はアメリカの戦略パー
トナーと位置付けられた。このことはアメリカとの軍事交流正常化を意味する
と考えらる。この「国防権限法」を通して、台湾はアメリカとの相互訪問、情
報の共有などで双方の関係を深めていく。アメリカのアジアでの安全防衛政策
において、台湾は重要な戦略的位置を占めている。このようにアメリカとの軍
事協力の中で、台湾は自身の防衛力を高めるべきである。
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注記
１）日清講和条約：下関条約、中国では馬関条約と呼ばれる。
２）小学校の時、突然、台湾語を話すことが禁じられた。学校では台湾語で話す人
を見たら、互いに摘発するようにと先生が話したことをよく覚えている。私の家
では大人が日本語か台湾語を使い、子供は台湾語での生活であった。小学校の国
語の授業で北京語を習うが、クラスメートの間では台湾語であった。また、当時、
外省人と本省人の住むところははっきりと分かれていて、本省人は自分の実家に、
外省人の地位の高い人以外には当時政府が建てた眷村（当時、蒋介石と一緒に台湾
への移住が行なわれた中華民国国軍とその家族 60万名のために家屋が密集した地
区が建設され、既存の集落と区別されてこの名称が使用された）に住んでいた。な
ので、私の小学校には外省人の生徒がおらず、普段喋り慣れていない北京語を口
にすることは難しく、台湾語を話してしまう度に、私は先生に罰金を払った。し
まいには、お小遣いだけでは足りなくなり、その罰金を払うため、お年玉貯金を
崩した嫌な記憶があった。
３）当時、政府党であった国民党のほかに、結成が許されたのはそれに付随する中
国青年党と中国民主社会党のみである。しかし、1986年 9月には台湾初の野党と
して民主進歩党（民進党）が結成された。戒厳令が継続していた 1986年当時は、
新党結成は違法であったが、当時の蒋経国大統領はこれを黙認する姿勢をとり、
翌 1987年の戒厳令解除に併せて民進党の存在も合法化された。
４）① 1947年 2月 27日に、闇タバコを売っていた台湾人女性から、売り上げと残
りのタバコを「違法」だとして取り上げた国民党軍人が、その女性に暴行を加えた
ことに怒った台湾人たちが 28日に抗議。その民衆に国民党軍が発砲したことによ
り、抗議は台湾全土に広がっていった。しかし、大陸からの援軍がくると、国民
党は次々と台湾人たちを虐殺していった。「日本の奴隷教育を受けた危険分子」と
言いがかりをつけられ、日本統治時代に高等教育を受けた台湾知識人たちや一部
のお金持ちは、理由もなく連れ去られると、ある人は山頂でいきなり銃殺、ある
人は拷問の末、川や海に捨てられ……そういった恐怖政治が、国民党軍と国民党
政権＝独裁政権によって公然と行われた。この事件は「228事件」といわれ、台湾
の本省人にとって忘れられない悲惨なこととなった。
　②国民党政府の台湾移転を前後して、「共産分子」摘発を名目に、再び国家権力に
よる政治的暴力が吹き荒れた。大陸を失った蒋介石政権が台湾確保を目的に実行
したと言われる、この「50年代白色テロル」（白色恐怖）は、国民党の支配体制が確
立する 50年代半ばまで続けられた。一連の事件で処刑された者は 3千名ないし 5
千名、投獄者は 4千名から 1万名と推測されているが、正確な数は不明である。
とくに 50年代初めごろには法的手続きを無視した形での逮捕、裁判が行われ、な
かには判決文さえないまま処刑されたケースもあると言われている。
５）台湾と中国が 2010年に締結した「経済協力枠組み協定（ECFA）」に基づき、2014
年に結ぼうとする具体化協議の 1つである。2013年６月に台湾と中国で調印され
た。レストランから金融、サービスまで幅広い業種での自由化を目指す内容で、
この協定の締結で台湾の若者の雇用が脅かされる恐れがある。サービス業の場合、
台湾の蔡政権を巡る対中関係の変化（青木美樹）
― 51 ―
この協定で約 7000人が職を失うと言われている。
６）３月 18日に学生が立法院を占拠したため、この社会運動は台湾で「318学運」「太
陽花学運」などとも呼ばれる。
７）立法院：国家最高の立法機関であり、日本の国会に相当する。
８）ニコニコ動画にはコメント機能があり、中継を視聴している日本のネットユー
ザーから書き込まれた日本語の応援メッセージに対して、日本語の話せる台湾の
学生たちが音声でそれに応えるという双方向の交流が実現した。
９）林飛帆は「馬大統領には台湾を統治する正当性がなくなっており、台中間の協定
をチェックする制度を望む」と発言。
10）行政院長：首相に相当する。
11）学生運動の総指揮陳為廷は泣きながら、「学生の訴える声に向き合おうとせず、
こんなやり方で学生を扱う。このような事実を知りながら、なぜわれわれは権力
をもつ人々に対してこんなに寛大なのか」と言っている。
12）学生たちと協議を重ねてきた王金平立法院長が、全面的に学生たちの要求を飲
む形になった。もともと王金平はサービス貿易協定には消極的であったが、これ
によって前馬大統領との確執は決定的になった。その後、国民党の中で馬英九と
王金平の権力争いが始まった。
13）蔡英文は自著の中で自身が内向的で控えめな性格であることを繰り返している。
台湾大学法学部を卒業後、米コーネル大学で修士号、英ロンドン大学経済政治学
院（LSE）で博士号を取得した。国際貿易と緊急輸入制限（セーフガード）を研究し
た縁で、1986年、WTO（世界貿易組織）の加盟交渉に加わった。台湾と中国が同
時加盟となったWTO交渉の経歴を買われ、中国国民党の李登輝政権で大統領の
諮問機関「国家安全会議」の事務方に加わり、中台関係を「特殊な国と国との関係」
とする「二国論」の起草に関わった。民進党陳水扁政権で対中政策を主管する官僚
に抜擢され、半年間で中台の一部直接往来「小三通」を実現した。民進党への入党
は 2004年で、民主化を求める反体制運動に身を投じてきた結党世代とは政治的背
景も党歴も異なる。比例区の立法議員（国会議員）、行政院副院長（副首相）を経て、
2008年の野党転落後の党主席に就任し、党の再建に尽力した。2010年の新北市長
選で国民党の朱立倫に、2012年の大統領選では馬英九に敗れ、3度目の選挙で大
統領に当選した。
14）「轉型正義（移行期正義）」は過去の人権侵害と折り合いをつける社会の試みに関
する多様なプロセスにより構成されていて、刑事責任を確実に果たし、和解を達
成することで正義に寄与することを目的としている。様々な段階での国際的な関
与や個人に関する訴追、賠償、真実追究、制度改革、身元調査、公職追放あるい
はそれらの組み合わせなどについての司法および司法以外のメカニズムが含まれ
ていて、「二二八事件」に関して求められている真相解明や賠償などがその一例で
ある。
15）日本統治時代後に残された財産（本来は国民党のみではなくて国家自体の財産す
るもの）を一方的に接収するなどして築かれた国民党の財産には多くの不正取得が
ある。「黨產歸零」はその財産を再び国家に返還させるための施策である。
16）「九二共識」とは台湾と中国の両岸関係に関する政治用語であり、1992年の香港
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での会談後の相互の口頭協議による暗黙の了解の内容を指す。合意内容について、
台湾側は「双方とも『一つの中国』は堅持しつつも、その意味の解釈は各自で異な
る」（いわゆる一中各表）と主張しているが、中国側は「双方とも『一つの中国』を
堅持する」（いわゆる一中原則）としているので、その内容はかならずしも一致しな
い。
17）「九二会談」とは、1992年 10月 26日から 30日までに、台湾の「海峡交流基金会」
と中国の「海峡両岸関係協会」が香港で行った会談である。
18）昨年の 12月２日に台湾の蔡英文とアメリカのトランプとの間で電話会談が実現
した際、台湾の外交部長李大维氏と国家安全会議議長吳釗燮氏もその場に同席し
ていたと台湾の政権移行チームによって明らかにされた。また、米外交筋による
と、1979年の米中国交正常化に伴って米国と台湾が断交して以来、米国の大統領
や次期大統領が、台湾総統と電話会談をしたという事実が公になることは初めて
であった。トランプ氏の政権移行チームによると、会談では蔡英文からトランプ
に対して当選への祝辞が伝えられ、それに対しトランプも今年５月に大統領に就
任した蔡氏に祝辞を伝えた。その上で、両者は「経済、政治、安全保障での緊密な
関係が台湾と米国の間にある」と確認し合った。
19）中国の通信社「中国新聞社」（中新社）によると、ナイジェリアの首都アブジャで
今年1月11日開かれた同国外相と中国大陸王毅外相との共同記者会見で「ナイジェ
リアは『１つの中国』という原則に基づき中華民国（台湾）との外交関係を断つとす
ること」を発表した。
20）第一列島線および第二列島線は、中国の軍事戦略上の概念のことであり、短期
的には対米国防計画、長期的には中国が世界に同盟国を持つ覇権国家に成長する
ための海軍建設長期計画に必要とされる。中国海軍は、従来、沿岸海軍であったが、
第二列島線まで進出することは即ち、外洋海軍への変革を目指していると考えら
れ、その動向が注目されている。
21）台湾国防部（国防省）によると、遼寧号は 2017年 1月 11日午前７時（日本時間
同８時）、台湾の防空識別圏（ADIZ）の西南区域内に進入した。このとき遼寧号は
北に向かっており、所属基地のある山東省青島の基地に戻る途中だったとみられ
ている。蔡英文不在時の意図的な低速度での通過には台湾を牽制する目的があっ
たとされる。
22）当時の台湾の陳水扁大統領より提出された両岸関係を規定する表現の一つで、
台湾と中国はそれぞれ別の国であるというもの。
23）「反分裂国家法」の内容は下記である（中国駐日大使館資料による）。
第１条　「台独」分裂勢力（「台湾独立」をめざす分裂勢力）が国家を分裂させるの
に反対し、これを阻止し、祖国平和統一を促進し、台湾海峡地域の平和・安
定を守り、国家の主権および領土保全を守り、中華民族の根本的利益を守る
ため、憲法に基づいて、この法律を制定する。 
第２条　世界に中国は一つしかなく、大陸と台湾は同じ一つの中国に属してお
り、中国の主権および領土保全を分割することは許されない。国家の主権お
よび領土保全を守ることは、台湾同胞を含む全中国人民の共同の義務である。 
　台湾は中国の一部である。国は「台独」分裂勢力がいかなる名目、いかなる方
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式で台湾を中国から切り離すことも絶対に許さない。 
第３条　台湾問題は中国の内戦によって残された問題である。 
　台湾問題を解決し、祖国の統一を実現することは、中国の内部問題であり、
いかなる外国勢力の干渉も受けない。 
第４条　祖国統一の大業を達成することは、台湾同胞を含む全中国人民の神聖
な責務である。 
第５条　一つの中国の原則を堅持することは、祖国平和統一実現の基礎である。 
　祖国統一の平和的方式による実現は、台湾海峡両岸同胞の根本的利益に最も
合致する。国は最大の誠意をもち、最大の努力を払って、平和統一を実現する。 
　国家の平和統一後、台湾は大陸と異なる制度をとり、高度の自治を行うこと
ができる。 
第６条　国は次の各号に掲げる措置を講じて、台湾海峡地域の平和・安定を守
り、両岸関係を発展させる。 
１、両岸の人的往来を奨励、推進し、理解を増進し、相互信頼を強める。 
２、両岸の経済交流と協力を奨励、推進し直接通信・通航・通商によって、両
岸の経済関係を密接にし、相互利益・互恵をはかる。 
３、両岸の教育、科学技術、文化、衛生、スポーツ交流を奨励、推進し、中華
文化の優れた伝統を共同で発揚する。 
４、両岸の犯罪共同取り締まりを奨励し、推進する。 
５、台湾海峡地域の平和・安定の維持および両岸関係の発展に有益なその他の
活動を奨励し、推進する。 
　国は法によって台湾同胞の権利および利益を保護する。 
第７条　国は台湾海峡両岸の平等な話し合いと交渉によって、平和統一を実現
することを主張する。話し合いと交渉はしかるべき段取りを追い、いくつか
の段階に分けて行うことができ、方式は柔軟多様であってよい。 
第８条　台湾海峡両岸は次の各号に掲げる事項について話し合いと交渉を行う
ことができる。 
１、両岸の敵対状態を正式に終結させること 
２、両岸関係を発展させる計画 
３、平和統一の段取りと進め方 
４、台湾当局の政治的地位 
５、その地位にふさわしい台湾地区の国際的な活動空間 
６、平和統一に関連するその他のあらゆる問題 第８条　「台独」分裂勢力がいか
なる名目、いかなる方式であれ台湾を中国から切り離す事実をつくり、台湾
の中国からの分離をもたらしかねない重大な事変が発生し、または平和統一
の可能性が完全に失われたとき、国は非平和的方式その他必要な措置を講じ
て、国家の主権と領土保全を守ることができる。 
　前項の規定によって非平和的方式その他必要な措置を講じるときは、国務院、
中央軍事委員会がそれを決定し、実施に移すとともに、遅滞なく全国人民代
表大会常務委員会に報告する。 
第９条　この法律の規定によって非平和的方式その他必要な措置を講じかつ実
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施に移す際、国は最大の可能性を尽くして台湾の民間人および台湾にいる外
国人の生命・財産その他の正当な権益を保護し、損失を減らすようにする。
同時に、国は中国の他の地区における台湾同胞の権益と利益を法によって保
護する。 
第 10条　この法律は公布の日から施行する。
24）2016年 3月 29日の台湾の行政院の大陸委員会が公布した調査結果によると、
台湾の「現状維持」を支持する台湾人は 86.7％である。また中国の「1つの中国」に
賛同しない台湾人は 7割いる。台湾と中国との今までの交流自体には 8割の人が
賛成している。
